参加意思確認公募手続

プラント電気設備

参加意思確認公募手続に係る参加意思確認申請書の提出を求める公示
　次のとおり、参加意思確認申請書の提出を招請します。

· 招請の主旨

本工事は、摂津ポンプ場４号雨水ポンプのディーゼルエンジン等の更新を行うとともに、既設ポンプを更新し排水能力の増強を図ることに伴う、電気設備の更新工事であり、既設電気設備（監視制御設備、運転操作設備）の更新及び機能増設を行うものです。
本ポンプ場における監視制御設備等の既設システムは、システム構成や各機器とのインターフェイス、データ伝送に伴う信号処理方法などに関して、当初施工者（以下「特定者」という。）が独自に開発設計した制御技術、信号処理技術が採用され、要求性能を満足するように製作・据付・調整されたものであることから、本工事は特定者と契約手続きを行う予定としているが、下記の３．応募要件（以下「応募要件」という。）を満たし、本工事の施工を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施するものです。
公募の結果、本工事の実施を希望する者がいない場合、応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては、本工事に必要な要件を有している特定者との契約に移行します。

なお、応募要件を満たすと認められる者（以下「応募者」という。）がいる場合にあっては、特定者と応募者による競争手続きを行います。
令和７年１０月２９日　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　大阪府北部流域下水道事務所長　　田中　利彦
記

１　発注予定工事の内容

	発注年度
	令和７年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	工事名称
	安威川流域下水道　摂津ポンプ場　４号雨水ポンプ電気設備更新工事

	工事種別
	プラント電気設備工事

	工事場所
	摂津市鳥飼本町二丁目地内

	工　　期
	令和９年６月３０日まで

	工事概要
	監視制御設備　　　一式

運転操作設備　　　一式

製作・据付・調整　一式

	支払い条件
	前払金
	契約金額の４０％（１０万円未満切り捨て）

	
	中間前払金
	契約金額の２０％（１０万円未満切り捨て）

ただし、部分払を選択した場合は、なし。

	
	部分払
	令和７年度　０回、 令和８年度　４回、　令和９年度　０回
ただし、中間前払金を選択した場合は、

令和７年度　０回、 令和８年度　１回、　令和９年度　０回

	
	支払限度額割合
	令和７年度 ０％　令和８年度 約１６％　令和９年度 約８４％

	議会の議決
	対象外

	契約不適合責任期間
	２年　

	必要な火災保険等
	組立保険

	建設リサイクル法
	対象
※「建設リサイクル法の具体的な手続きの流れ」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/recycle_index/flow.html

	週休2日工事
	週休２日工事対象（発注者指定方式）　
※詳細は「大阪府 都市整備部「週休２日工事」実施要領」を参照。
https://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/giken/4syu8kyu_kouji.html

	特定者の所在地、商号又は名称
	名称（商号）　株式会社東芝　関西支社
所在地　　　　大阪府大阪市北区角田町８－１

	特定者との契約予定価格
	200,970,000円（税込み）


２　手続のスケジュール

	説明書等の交付
	交付期間
	令和７年１０月２９日（水）から　令和７年１１月１０日（月）（休日を除く。）まで

	
	交付場所
	「４　発注事務所」に記載する事務所

	
	交付方法
	手渡し

	説明書等に対する

質問及び回答
	質問受付期間
	令和７年１０月２９日（水）から　令和７年１１月１０日（月）（休日を除く。）まで

	
	質問方法
	「４　発注事務所」に質問書の持参により行う

	
	最終回答日
	令和７年１１月１２日（水）

	
	回答方法
	「４　発注事務所」における掲示により回答を行う

	参加意思確認申請書の提出
	提出期間
	令和７年１０月３０日（木）から　令和７年１１月１３日（木）（休日を除く。）まで

	
	提出場所
	「４　発注事務所」に記載する事務所

	
	提出方法
	持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る方法）

	審査結果の通知
	最終通知日
	令和７年１１月２８日（金）

	
	通知方法
	郵送

	応募要件無しの理由請求
	請求期間
	応募要件無しの通知を受けた日の翌日から令和７年１２月９日（火）（休日を除く。）まで

	
	請求場所
	「４　発注事務所」に記載する事務所

	
	請求方法
	持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残る方法）

	
	最終回答日
	令和７年１２月２６日（金）

	
	回答方法
	郵送

	応募要件を満たすと記載された審査結果の通知を受けた者及び特定者による競争手続
	日時・場所・その他詳細は、審査結果の通知書に記載するものとする。


申請、請求、交付、質問の期間中の受付は、午前１０時から午後０時１５分及び午後１時から午後４時までとする。

※「休日」とは、大阪府の休日に関する条例（平成元年大阪府条例第２号）第２条第１項に規定する府の休日をいう。
３　応募要件
	基本的要件
	単体企業として、次の要件を全て満たしていること。
１　大阪府建設工事競争入札参加資格者名簿に登録されていること。
２　民事再生法（平成11 年法律第225 号）第21 条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第33 条第１項の再生手続開始の決定を受け、かつ、大阪府建設工事競争入札参加資格の再認定がなされた者を除く。）、会社更生法（平成14 年法律第154 号）第17 条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第41 条第１項の更生手続開始の決定を受け、かつ、大阪府建設工事競争入札参加資格の再認定がなされた者を除く。）でないこと、金融機関から取引の停止を受けている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
３　入札参加資格「電気工事」がＡ等級のもの。
　　※等級区分は、令和７年度大阪府建設工事競争入札参加資格認定時の等級区分とする。
４　建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第１の上欄に掲げる建設工事の種類（以下「業種」という。）のうち、３に記載する要件を満たす登録業種について、同法第３条第６項に規定する「特定建設業」の許可を有していること。
５　「電気工事」について、建設業法第２７条の２３の規定による経営事項審査の審査基準日が令和６年４月１３日以後の日であること。ただし、参加意思確認申請書の提出時点において当該要件を満たさない者については、当該要件を満たす経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを、契約先の候補者になった場合に限り、事後審査資料として提出すること。
６　公示の日から契約の日までの期間において、次のいずれにも該当しない者であること。

ア　大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けている者。
イ　大阪府入札参加停止要綱別表に掲げる措置要件に該当する者（建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業の停止の命令であって、大阪府の区域以外の区域又は公示に定める業種以外の業種に係るものを受けている者を除く。）。
ウ　大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和２年大阪府規則第61号）第３条第１項に規定する入札参加除外者、同規則第９条第１項に規定する誓約書違反者、同規則第３条第１項各号のいずれか又は同条第２項に該当すると認められる者

エ　本府との契約において、談合等の不正行為があったとして損害賠償請求を受けている者（公示の日までに当該請求に係る損害賠償金を全額納付した者は該当しない。）。
７　工事成績点

令和６年度中に完成検査を受けた都市整備部（住宅建築局を除く。）、大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、同部振興課利用促進担当及び泉州港湾・海岸部）及び大阪都市計画局発注工事（以下「都市整備部等発注工事」という。）で、６４点以下の工事成績点を取得していない者であること。
８　社会保険

公示の日までに、雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用保険、健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金保険に事業主として加入していること。ただし、各保険について法令で適用が除外されている場合を除く。
９　低入札価格調査における失格判定に関する事項
公示日を起算日として過去３ヶ月間に、都市整備部等発注工事の一般競争入札に係る低入札価格調査で失格判定（※）を受けていない者であること。

（※）大阪府総務部契約局低入札価格調査制度実施要綱（建設工事版）第８条第２項に規定する事前調査の実施による失格判定を含む。ただし、失格基準価格に係る失格判定を除く。

１０　経常ＪＶに関する事項

経常ＪＶと単体企業の両方の入札参加資格を有する者は、令和７年度の都市整備部等発注工事（単価契約によるものを除く。）において、経常ＪＶか単体企業いずれかの企業形態のみで入札に参加するものとする。
当該年度において、最初に入札参加した企業形態と異なる企業形態で入札参加した場合は、当該入札書は無効とする。

※特定JVの構成員として入札参加した場合は、単体企業として入札参加した場合と同様の取り扱いとする。

※受注希望工種の対象・対象外に関わらず、都市整備部等発注工事（単価契約によるものを除く。）の全てを対象とする。

※「入札書不着」の場合（辞退届をシステムで提出せずに放置したとき）は、入札に参加したものとして取り扱う。

	工事施工能力・業務執行体制等に関する要件
	１　施工実績等
以下の要件を満たしている者であること。
平成２７年４月１日から参加意思確認申請書提出期限までに元請として完成、引渡しが完了した、プラント（上下水道、河川、港湾、電気、ガス、熱供給、環境等に関するプラントとし、仮設プラントは除く。）の運転監視制御を伴う電気設備工事において、監視制御装置1台当り入出力点数が２００点以上である運転監視制御設備の新規設置又は更新を含む施工実績を有する者であること。
　ただし、コリンズ登録を行っている工事については、平成２２年４月１日から参加意思確認申請書提出期限までの間に完成、引渡しが完了しているものも有効とする。

なお、単体企業の施工実績に限る。
２　配置技術者(監理技術者・主任技術者)
「電気工事」について、監理技術者資格者証を有する監理技術者を専任で配置できる者であること。ただし、工場製作を含む場合、工場製作のみで現場が稼働していない期間については、監理技術者の専任配置を要しない。
※監理技術者、主任技術者の雇用条件
契約金額４，５００万円以上・・・参加意思確認申請時点において直接的な雇用関係を有しており、
その雇用期間が３ヶ月以上であること。

契約金額４，５００万円未満・・・参加意思確認申請時点において直接的な雇用関係を有すること。

※建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号）を配置する場合は、監理技術者を補佐する者（監理技術者補佐）を専任で配置すること。

３　配置技術者（システム設計技術者）
以下の要件をすべて満たしているシステム設計技術者（※）を配置できる者であること。
（※）システム設計技術者とは、契約工期を通して、当該工事における機器単体及びプラントシステムの機能確保のためのシステム設計管理（※※）業務を行う責任者である。

（※※）システム設計管理とは、一連の機器がシステムとしての機能を適正に発揮するため、設計図、設計計算、製作仕様、試運転等の確認及び個別装置の設計検証、性能検証等を行うことをいう。

１） システム設計技術者は、設計業務に従事している者とする。

２） システム設計技術者は、「電気工事」について、建設業法第２６条に定める主任技術者となるために必要な要件を満たす者又は設計業務の実務経験を有する者（※）とする。

（※）設計業務の実務経験を有する者とは、大学、高等専門学校の指定学科卒業後では3年以上、高等学校の指定学科卒業後では5年以上、その他は10年以上の経験年数を有する者とする。
３） システム設計技術者は、当該工事の現場代理人又は配置技術者（主任技術者・監理技術者）と兼任できないものとする。
ただし、工場製作を含む場合、工場製作のみで現場が稼働していない期間については、システム設計技術者は当該工事の現場代理人又は配置技術者（主任技術者・監理技術者）と兼任できる。
※　システム設計技術者の雇用条件
契約金額４，５００万円以上・・・参加意思確認申請時点において直接的な雇用関係を有しており、
その雇用期間が３ヶ月以上であること。
契約金額４，５００万円未満・・・参加意思確認申請時点において直接的な雇用関係を有すること。
　


（注）表中、経常ＪＶとは経常建設共同企業体を、特定ＪＶとは特定建設工事共同企業体を、組合とは官公需適格組合を、単体とはそれ以外の者をいう。


４　発注事務所

	事務所名
	大阪府北部流域下水道事務所

所 在 地：　〒５６７-００４１　茨木市下穂積一丁目１８０
電話番号：　０７２-６２０-６６７１

	契約に関する問い合わせ
	総務課　　　　　　　　　TEL ０７２－６２０－６６７１

	工事に関する問い合わせ
	建設課設備グループ　　　TEL ０７２－６２０－６７３８


【　交付書類一覧表　】

	
	書類名称

	説明書等の交付
	説明書等

　　・参加意思確認公募手続に関する説明書

　　・参加意思確認申請書（様式３）

・応募要件確認資料（様式４）

・機器の製作実績が確認できる書類（様式４－１）【製作要件がない場合は不要】
・社会保険等に関する誓約書（様式４－２）

・配置予定技術者調書等（様式５～８）

・関係会社申告書（様式９）【機器の自社製造を求めていない場合は不要】
・監理技術者等の専任性の確認調書等（様式１０～１２）

・大阪府都市整備部参加意思確認公募手続実施要綱
・中間前金払と部分払との選択に係る届出書
・「週休２日工事」取り組み形式確認書
契約関係書類
・契約書（案）

・経営事項審査と入札参加資格について

・大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則の
施行に伴う事業者からの「誓約書」の提出について
・口座情報の登録について

・大阪府随意契約見積心得

・ハートフル条例に基づく障がい者雇用状況報告の提出について
・建設リサイクル法に係る説明書、別表１～３
設計図書類
・設計書（表紙）
・数量総括表
・特記仕様書
・産業廃棄物の処理に関する特記仕様書
・工事図面
見積参考資料等（工事内容により異なります）
・積算書
・積算条件明示事項
・参考図


※見積参考資料は、あくまでも入札参加業者の適正・迅速な見積りに供するため、参考に示した一資料にすぎず、何ら契約上の拘束力を生じるものではありません。このため、施工方法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別な定めがなければ受注者がその責任において定めるものとします。工事の実施にあたってはこの趣旨を十分理解し、事故発生等を招かないよう、その防止措置に留意して下さい。
【　提出書類一覧表　】

	
	書類名称

	参加意思確認申請時の書類
	１　参加意思確認申請書


様式３

２　応募要件確認資料



様式４

３　配置予定技術者調書等


様式５～８

４　関係会社申告書



様式９
【機器の自社製造を求めていない場合は不要】

５　監理技術者等の専任性の確認調書等　　　　 様式１０～１２
６　施工実績を確認できる書類（契約書、設計書、特記仕様書等）

７　機器の製作実績が確認できる書類

様式４－１
【製作要件がない場合は不要】

８　社会保険等に関する誓約書　　　　　　　　　様式４－２

９　誓約書

	契約先の候補者の提出書類
	　必ず提出してください

　最新の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し）
　「週休２日工事」取り組み形式確認書


【重　要】　


監理技術者又は主任技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事には、工事現場ごとに専任の者を配置する必要があります。


（建設業法第26条第３項）


この場合、特定建設業又は一般建設業の許可要件である、「経営業務の管理責任者」及び「営業所における専任技術者」の配置は認められません。


【 重要な工事とは、契約金額 ４，５００万円以上（建築一式工事の場合は、９，０００万円以上）の工事です。】
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